
  令和７（2025）年度普通会計決算（見込）について〔概況〕 

 

１  決算規模 

  新型コロナウイルス感染症対策関連経費等が減少したことにより、歳入歳出ともに４年連続で前年度決算額

を下回った。 
 

 
・歳 入    907,247百万円 （前年度比 ▲ 14,679百万円、 ▲ 1.6％） 

・歳 出     888,930百万円 （前年度比 ▲ 12,836百万円、 ▲ 1.4％） 
 

 

２  決算収支 

  実質収支は２年ぶりに前年度を下回り、単年度収支は赤字となった。 
 

 
・実質収支    9,847百万円 （前年度比 ▲ 2,150百万円） 

・単年度収支  ▲   2,150百万円 （前年度比 ▲ 4,096百万円） 
 

 

３  特  徴  
 

 
①〔歳入〕 県税収入は５年連続で増加。地方交付税は普通交付税の増により増加。 

県債は臨時財政対策債の皆減等により発行額が減少。 
 

   
自主財源の大宗を占める県税収入は、給与所得額の増等により個人県民税が増加するなど、前年度比+4.4％、

+12,014百万円と５年連続で増加した。 

地方交付税は、臨時経済対策費等の増等による普通交付税の増により、前年度比+3,163百万円と増加した一

方、普通交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な交付税は、前年度比 ▲ 1,775百万円と減少した。 

県債は、臨時財政対策債の皆減等に伴い、前年度比 ▲ 7,288百万円と発行額が減少した。 
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②〔歳出〕 医療福祉関係経費は引き続き増加し、普通建設事業費が３年ぶりに増加。 

人件費が減少したほか、貸付金も減少。 
 

   
医療福祉関係経費は、高齢化の進行等により増加した。 

普通建設事業費は、公共事業費等の補助事業費の増や子ども総合科学館の大規模改修等に伴う単独事業費の

増により、前年度比+1.7％と３年ぶりに増加した。 

人件費は定年の段階的引上げに伴う退職手当の減等により減少した。 

貸付金は商工制度融資の新型コロナウイルス感染症対策分の減等により減少した。 

 

 
 
③〔経常収支比率〕 0.2ポイント低下。 
 

   
経常収支比率は、補助費等の増により支出が増加したものの、県税収入の増等により、収入が支出の増以上

に増加したため、前年度に比べ0.2ポイント低下の92.6％となった。 
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○ 令和７（2025）年度普通会計決算（見込）について 
 
 
 １ 全国の地方公共団体の普通会計の決算等について実施されている地方財政状況調査の概況についてまとめたものである。 
 ２ 普通会計とは一般会計と公営事業会計を除く特別会計を合わせたものであり、本県の場合は、一般会計と７特別会計（公債管理、県営林事業、林業・木材産 

業改善資金貸付事業、母子父子寡婦福祉資金貸付事業、心身障害者扶養共済事業、中小企業高度化等資金貸付事業、就農支援資金貸付事業）が含まれている。 
 ３ 計数については、今後の決算調整の過程で異同を生じることがある。 
 

１ 決算規模 
 
・歳入  907,247 百万円  前年度比 1.6％の減 （前年度  921,926 百万円） 
・歳出   888,930 百万円  前年度比 1.4％の減 （前年度  901,766 百万円） 
 

 

 ① 決算規模の推移                                             （単位：百万円、％） 

 
 

年 度 
 

普 通 会 計 一 般 会 計 
    
歳 入 

 
A 

 
増減額 

B 

 
率 

C 

歳 出 
 

D 

 
増減額 

E 

 
率 

F 

歳 入 
 

G 

 
増減額 

H 

 
率 

I 

歳 出 
 

J 

 
増減額 

K 

 
率 

L 

令５(2023) 931,728 ▲ 78,592 ▲ 7.8 912,533 ▲ 67,375 ▲ 6.9 969,465 ▲ 79,552 ▲ 7.6 951,798 ▲ 68,758 ▲ 6.7 

令６(2024) 921,926 ▲  9,802 ▲ 1.1 901,766 ▲ 10,767 ▲ 1.2 961,979 ▲  7,486 ▲ 0.8 943,385 ▲  8,413 ▲ 0.9 

令７(2025) 907,247 ▲ 14,679 ▲ 1.6 888,930 ▲ 12,836 ▲ 1.4 950,627 ▲ 11,352 ▲ 1.2 933,801 ▲  9,584 ▲ 1.0 

 

 

２ 決算収支 
 

歳入歳出差引（＝形式収支）から、翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支（＝純繰越金）は、9,847 百万円となった。実質収支の前年度比（＝単年
度収支）は▲2,150 百万円となった。 
 

 

① 決算収支の推移                                    （単位：百万円） 

 
 

年  度 

普 通 会 計 一 般 会 計 
 

形 式 収 支   
A  

 

 繰 越 財 源 
B 

 
実 質 収 支   

C  

 

 単年度収支 
D 

 
形 式 収 支   

E  

 

 繰 越 財 源 
F 

 
実 質 収 支   

G  

 

 単年度収支 
H 

令５(2023) 19,195 9,144 10,051 ▲ 10,973 17,667 7,813 9,854 ▲ 10,971 

令６(2024) 20,160 8,163 11,997 1,946 18,594 6,785 11,809 1,955 

令７(2025) 18,317 8,470 9,847 ▲  2,150 16,826 7,150 9,676 ▲  2,133 
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３ 歳入 
 
 県税収入は、給与所得額の増等により個人県民税が増加するなど、前年度比+4.4％、+12,014 百万円と５年連続で増加した。 
 地方特例交付金は、定額減税の終了等により、前年度比▲5,853 百万円と減少した。 

地方交付税は、普通交付税等の増により、前年度比+3,163 百万円と増加した。一方、普通交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な交付税は、前年度比▲1,775
百万円と減少した。 

県債は、臨時財政対策債の皆減等に伴い、前年度比▲7,288 百万円と発行額が減少した。また、県債残高も、前年度末比▲33,052 百万円と４年連続で減少した。 
 

 

 ① 県税の推移             （単位：百万円、％） 
 
 

年  度 

 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

令５(2023) 260,169 679 0.3 27.9 

令６(2024) 271,116 10,947 4.2 29.4 

令７(2025) 283,130 12,014 4.4 31.2 

 

  ○主な税目                         （単位：百万円、％） 
 
 

年  度 
 
 

   
個 人 県 民 税 

 
E 

 
率 

F 

法 人 二 税 
 

G 

 
率 

H 

不動産取得税 
 

I 

 
率 

J 

令５(2023) 79,573  3.6 69,387 ▲ 1.4 5,314 3.6 

令６(2024) 78,501 ▲ 1.3 78,462 13.1 5,425 2.1 

令７(2025) 89,049 13.4 77,552 ▲ 1.2 6,085 12.2 

 
 
 

年  度 
 
 

   
地 方 消 費 税 

 
K 

 
率 

L 

自 動 車 税 
 

M 

 
率 

N 

軽 油 引 取 税 
 

O 

 
率 

P 

令５(2023) 41,196 ▲ 1.5 36,611 0.0 20,741 ▲ 2.7 

令６(2024) 44,054 6.9 36,681 0.2 20,476 ▲ 1.3 

令７(2025) 45,874 4.1 36,318 ▲ 1.0 20,043 ▲ 2.1 
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 ② 地方消費税清算金の推移       （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

令５(2023) 58,771 363 0.6 6.3 

令６(2024) 61,677 2,906 4.9 6.7 

令７(2025) 66,577 4,900 7.9 7.3 

 注）普通会計決算上の地方消費税清算金は、他県との間の清算後の実収入分（歳入－歳出）の数値である。 

 

 

 ③ 地方譲与税の推移          （単位：百万円、％）       ④ 地方特例交付金の推移        （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

令５(2023) 
[36,453] 

39,664 
[    142] 

170 
[  0.4] 

0.4 
[3.9] 

4.3 

令６(2024) 
[41,694] 

44,866 
[  5,241] 

5,202 
[ 14.4] 

13.1 
[4.5] 

4.9 

令７(2025) 
[43,122] 

46,175 
[  1,428] 

1,309 
[  3.4] 

2.9 
[4.8] 

5.1 

 注）[  ]は、特別法人事業譲与税分で内数である。 

 

 
 

年  度 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

令５(2023) 1,358 ▲    92 ▲   6.3 0.1 

令６(2024) 7,039 5,681    418.3 0.8 

令７(2025) 1,186 ▲ 5,853   ▲  83.2 0.1 
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 ⑤ 地方交付税の推移                           （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

  
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

うち    
普通交付税 

 
E 

 
増 減 額 

 
F 

 
率 
 

G 

令５(2023) 
[159,601] 

149,118 
[▲   4,662] 

4,294 
[ ▲2.8] 

3.0 
[17.1] 

16.0 
[157,410] 

146,927 
[ ▲ 4,199] 

 4,757 
[ ▲2.6] 

3.3  

令６(2024) 
[161,968] 

157,053 
[     2,367] 

7,935 
[   1.5] 

5.3 
[17.6] 

17.0 
[159,695] 

154,780 
[    2,285] 

 7,853 
[  1.5] 

5.3  

令７(2025) 
[160,216] 

160,216 
[▲   1,752] 

3,163 
[ ▲1.1] 

2.0 
[17.7] 

17.7 
[157,920] 

157,920 
[ ▲ 1,775] 

 3,140 
[ ▲1.1] 

2.0  

 注）[  ]は、臨時財政対策債を加えた場合である。 

 

 

 ⑥ 一般財源の推移           （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

令５(2023) 
[519,563] 

509,080 
[▲   3,541] 

5,414 
[▲  0.7] 

1.1 
[55.8] 

54.6 

令６(2024) 
[546,666] 

541,751 
[   27,103] 

32,671 
[    5.2] 

6.4 
[59.3] 

58.8 

令７(2025) 
[557,284] 

557,284 
[   10,618] 

15,533 
[    1.9] 

2.9 
[61.4] 

61.4 
  

注）一般財源＝県税＋地方消費税清算金＋地方譲与税＋地方特例交付金＋地方交付税 

         [  ]は、臨時財政対策債を加えた場合である。 
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 ⑦ 県債の推移                                  （単位：百万円、％） 

 
 
 

年  度 

普 通 会 計 一 般 会 計 
  
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳入に占 
める割合 

D 

決 算 額 
 
 

E 

 
増 減 額 

 
F 

 
率 
 

G 

 
歳入に占 
める割合 

H 

令５(2023) 
[64,625] 

75,108 
[   1,253] 

▲ 7,703 
[  2.0] 

▲9.3 
[6.9] 

8.1 
[64,625] 

75,108 
[   1,253] 

▲ 7,703 
[  2.0] 

▲9.3 
[6.9] 

8.1 

令６(2024) 
[62,637] 

67,552 
[ ▲ 1,988] 

▲ 7,556  
[ ▲3.1] 

▲10.1 
[6.8] 

7.3 
[62,637] 

67,552 
[ ▲ 1,988] 

▲ 7,556  
[ ▲3.1] 

▲10.1 
[6.8] 

7.3 

令７(2025) 
[60,264] 

60,264 
[ ▲ 2,373] 

▲ 7,288  
[ ▲3.8] 

▲10.8 
[6.6] 

6.6 
[60,264] 

60,264 
[ ▲ 2,373] 

▲ 7,288  
[ ▲3.8] 

▲10.8 
[6.6] 

6.6 

 注）[  ]は、臨時財政対策債を除いた場合である。 

 

 

 ⑧ 県債残高の推移                        （単位：百万円、％） 

 

 
年  度 

 

普 通 会 計 一 般 会 計 
  
県 債 残 高 

 
A 

 
増 減 額 

B 

 
率 

C 

県 債 残 高 
 

D 

 
増 減 額 

E 

 
率 

F 

令５(2023) 
[650,297] 
1,136,577 

[  17,529] 
▲ 16,477 

[   2.8] 
▲ 1.4 

[644,349] 
1,130,630 

[  18,232] 
▲ 15,772 

[   2.9] 
▲ 1.4 

令６(2024) 
[664,523] 
1,111,410 

[  14,226] 
▲ 25,167 

[   2.2] 
▲ 2.2 

[658,759] 
1,105,646 

[  14,410] 
▲ 24,984 

[   2.2] 
▲ 2.2 

令７(2025) 
[675,303] 
1,078,358 

[  10,780] 
▲ 33,052 

[   1.6] 
▲ 3.0 

[669,741] 
1,072,796 

[  10,982] 
▲ 32,850 

[   1.7] 
▲ 3.0 

 注）[  ]は、臨時財政対策債を除いた場合である。 
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４ 歳出 
 
 普通建設事業費は、公共事業費等の補助事業費の増や子ども総合科学館の大規模改修等に伴う単独事業費の増により、前年度比+1.7％と３年ぶりに増加した。 

義務的経費は、定年の段階的引上げに伴う退職手当の減により人件費が減少した一方、借入利率の上昇等により公債費が増加したことなどにより、前年度比+0.4
％と増加した。 
 その他の経費では、補助費等は税交付金の増等により増加し、貸付金は商工制度融資の新型コロナウイルス感染症対策分の減等により減少した。 

医療費公費負担等の医療福祉関係経費は、高齢化の進行等により増加した。 
 

 

 ① 投資的経費（＝普通建設事業費＋災害復旧事業費）の推移               （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

   
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳出に占 
める割合 

D 

うち   
普通建設 
事業費  

E 

 
増 減 額 

 
F 

 
率 
 

G 

うち   
災害復旧 
事業費  

H 

 
増 減 額 

 
I 

 
率 
 

J 

令５(2023) 142,592 ▲ 1,754 ▲ 1.2 15.6 141,404 ▲ 695 ▲ 0.5 1,188 ▲ 1,059 ▲ 47.1 

令６(2024) 138,766 ▲ 3,826 ▲ 2.7 15.4 136,630 ▲ 4,774 ▲ 3.4 2,136 948 79.8 

令７(2025) 140,760  1,994 1.4 15.8 138,909 2,279 1.7 1,851 ▲ 285 ▲ 13.3 

 

  ○普通建設事業費（補助事業費＋単独事業費＋国直轄事業負担金＋同級他団体施行事業負担金＋受託事業費）（単位：百万円、％） 

 
 

年  度 
 

   
決 算 額 

 
A 

 
増 減 額 

B 

 
率 

C 

うち    
補助事業費 

D 

 
増減率 

E 

うち    
単独事業費 

F 

 
増減率 

G 

令５(2023) 141,404 ▲ 695 ▲ 0.5 87,641 0.8 46,950 ▲ 2.1 

令６(2024) 136,630 ▲ 4,774 ▲ 3.4 83,767 ▲ 4.4 46,461 ▲ 1.0 

令７(2025) 138,909 2,279 1.7 86,388 3.1 47,318 1.8 

 
 

 ② 義務的経費（＝人件費＋扶助費＋公債費）の推移            （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 
 

  
決 算 額 
 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳出に占 
める割合 

D 

うち    
人 件 費 

 
E 

 
増 減 額 

 
F 

 
率 
 

G 

令５(2023) 321,684 ▲ 11,571 ▲ 3.5 35.3 207,671 ▲  9,306 ▲ 4.3 

令６(2024) 335,014 13,330  4.1 37.2 219,233 11,562 5.6 

令７(2025) 336,374 1,360  0.4 37.8 218,176 ▲  1,057 ▲ 0.5 
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年  度 

  
うち    
扶 助 費 

H 

 
増 減 額 

I 

 
率 

J 

うち    
公 債 費 

K 

 
増 減 額 

L 

 
率 

M 

令５(2023) 19,046 ▲  1,408 ▲ 6.9 94,967 ▲    857 ▲  0.9 

令６(2024) 19,286 240 1.3 96,495    1,528 1.6 

令７(2025) 20,206 920 4.8 97,992    1,497 1.6 

 

 

 ③ その他の経費の推移 

  ○補助費等              （単位：百万円、％）     ○貸付金            （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

 

 
    

 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳出に占 
める割合 

D 

決 算 額 
 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳出に占 
める割合 

D 

令５(2023) 225,774 ▲ 50,398 ▲18.2 24.7  143,096 ▲  2,384 ▲ 1.6 15.7 

令６(2024) 232,731  6,957 3.1 25.8  123,754 ▲ 19,342 ▲13.5 13.7 

令７(2025) 235,295  2,564 1.1 26.5  104,821 ▲ 18,933 ▲15.3 11.8 

 

 
〔参考〕医療福祉関係経費の推移      （単位：百万円、％） 

 
 

年  度 

 

 
決 算 額 

 
 

A 

 
増 減 額 

 
B 

 
率 
 

C 

 
歳出に占 
める割合 

D 

令５(2023) 115,513 1,768 1.6 12.7 

令６(2024) 119,402 3,889 3.4 13.2 

令７(2025) 123,749 4,347 3.6 13.9 
 
      注）扶助費、補助費等及び繰出金のうち、医療費公費負担、措置費、介護保険関係経費、障害者自立支援関係経費及び国民健康保険関係経費を抽出している。 
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５ 指標 
 

経常収支比率は、補助費等の増により支出が増加したものの、県税収入の増等により、収入が支出の増以上に増加したため、前年度に比べ 0.2ポイント減少の
92.6％となった。 
 

 

 ① 経常収支比率の推移           （単位：％） 

 
 

年  度 

  
本 県 

 
A 

 
増 減 

B 

全 国 
 

C 

 
増 減 

D 

令５(2023) 
[  94.8] 

92.6 
[▲ 2.6] 
 ▲ 0.7 

[ 94.2] 
92.9 

[▲ 1.7] 
▲ 0.4 

令６(2024) 
[  93.7] 

92.8 
[▲ 1.1] 

  0.2 
[ 94.0] 

93.4 
[▲ 0.2] 

+ 0.5 

令７(2025) 
[  92.6] 

92.6 
[▲ 1.1] 

▲ 0.2 
 
 

 
 

 

経常経費充当一般財源 
 注 1）経常収支比率＝ 

               経常一般財源＋減収補てん債（特例分）＋臨時財政対策債 
 

 注 2） [  ]は、減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を算式から除いた場合である。 
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１　収支の状況（普通会計・一般会計） （単位：千円、％）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

増減額 増減率

A B (A-B)  C (C/B)  D

注　(7)積立金、(9)積立金取崩し額は財政調整基金に係るものである。

(10) 実 質 単 年 度 収 支 3,874,752 ▲ 6,121,553 9,996,305

(9) 積 立 金 取 崩 し 額 17,473 14,151,691 ▲ 14,134,218 ▲ 99.9

(8) 繰 上 償 還 金

(7) 積 立 金 6,025,079 6,075,050 ▲ 49,971 ▲ 0.8

(6) 単 年 度 収 支 ▲ 2,132,854 1,955,088 ▲ 4,087,942

(5) 実 質 収 支 9,675,854 11,808,708 ▲ 2,132,854 ▲ 18.1

(4) 翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 7,149,824 6,785,376 364,448 5.4

(3) 形 式 収 支 16,825,678 18,594,084 ▲ 1,768,406 ▲ 9.5

(2) 歳 出 総 額 933,801,275 943,385,361 ▲ 9,584,086 ▲ 1.0

(1) 歳 入 総 額 950,626,953 961,979,445 ▲ 11,352,492 ▲ 1.2

２ 一 般 会 計

(10) 実 質 単 年 度 収 支 3,857,017 ▲ 6,130,889 9,987,906

(9) 積 立 金 取 崩 し 額 17,473 14,151,691 ▲ 14,134,218 ▲ 99.9

(8) 繰 上 償 還 金

(7) 積 立 金 6,025,079 6,075,050 ▲ 49,971 ▲ 0.8

(6) 単 年 度 収 支 ▲ 2,150,589 1,945,752 ▲ 4,096,341

(5) 実 質 収 支 9,846,534 11,997,123 ▲ 2,150,589 ▲ 17.9

(4) 翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 8,470,429 8,163,105 307,324 3.8

(3) 形 式 収 支 18,316,963 20,160,228 ▲ 1,843,265 ▲ 9.1

(2) 歳 出 総 額 888,929,571 901,765,533 ▲ 12,835,962 ▲ 1.4

(1) 歳 入 総 額 907,246,534 921,925,761 ▲ 14,679,227 ▲ 1.6

計 数 編

区 分

１ 普 通 会 計
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２　歳入の状況（普通会計） 　　　（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 構成比の増減

A B C D (A-C)  E (E/C)  F (B-D)  G

※　構成比は区分毎に四捨五入しているため合計が100％にならない場合がある。

▲ 10.8 ▲ 0.7

合 計 907,246,534 100.0 921,925,761 100.0 ▲ 14,679,227 ▲ 1.6 0.0

▲ 19,975,214 ▲ 14.6 ▲ 1.9

15 県 債 60,264,000 6.6 67,552,000 7.3 ▲ 7,288,000

14 諸 収 入 116,675,615 12.9 136,650,829 14.8

13 繰 越 金 20,160,228 2.2 19,194,725 2.1 965,503 5.0 0.1

12 繰 入 金 17,972,773 2.0 29,851,892 3.2 ▲ 11,879,119 ▲ 39.8 ▲ 1.2

367,542 20.5 0.0

11 寄 附 金 500,893 0.1 1,856,899 0.2 ▲ 1,356,006

10 財 産 収 入 2,162,908 0.2 1,795,366 0.2

▲ 73.0 ▲ 0.1

9 国 庫 支 出 金 118,422,833 13.1 109,138,860 11.8 9,283,973 8.5 1.3

8 使 用 料 及 び 手 数 料 9,307,956 1.0 9,508,332 1.0 ▲ 200,376 ▲ 2.1 0.0

▲ 8,729 ▲ 2.2 0.0

7 分 担 金 及 び 負 担 金 4,112,657 0.5 4,234,496 0.5 ▲ 121,839

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 382,533 0.0 391,262 0.0

▲ 2.9 0.0

5 地 方 交 付 税 160,215,946 17.7 157,053,306 17.0 3,162,640 2.0 0.7

4 地 方 特 例 交 付 金 1,185,844 0.1 7,039,309 0.8 ▲ 5,853,465 ▲ 83.2 ▲ 0.7

3 地 方 譲 与 税 46,174,870 5.1 44,866,099 4.9 1,308,771 2.9 0.2

2 地 方 消 費 税 清 算 金 66,577,115 7.3 61,676,611 6.7 4,900,504 7.9 0.6

令和７年度（2025年度） 令和６年度（2024年度） 比 較

区 分

1 県 税 283,130,363 31.2 271,115,775 29.4 12,014,588 4.4 1.8
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３　歳出の状況（普通会計　目的別） 　　（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 構成比の増減

A B C D (A-C)  E (E/C) F (B-D) G

0.0

※　構成比は区分毎に四捨五入しているため合計が100％にならない場合がある。

▲ 259,230 ▲ 4.8 0.0

合 計 888,929,571 100.0 901,765,533 100.0 ▲ 12,835,962 ▲ 1.4

0.0

20 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 1,044,112 0.1 1,048,580 0.1 ▲ 4,468 ▲ 0.4 0.0

19 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

21 法 人 事 業 税 交 付 金 5,185,400 0.6 5,444,630 0.6

4,174,025 8.0 0.5

18 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 1,515,796 0.2 1,537,142 0.2 ▲ 21,346

17 地 方 消 費 税 交 付 金 56,406,224 6.3 52,232,199 5.8

▲ 1.4 0.0

16 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 3,541,537 0.4 3,060,445 0.3 481,092 15.7 0.1

15 配 当 割 交 付 金 2,196,839 0.2 2,153,549 0.2 43,290 2.0 0.0

0 0.0 0.0

14 利 子 割 交 付 金 504,112 0.1 106,898 0.0 397,214

13 諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0

371.6 0.1

12 公 債 費 98,045,599 11.0 96,566,048 10.7 1,479,551 1.5 0.3

11 災 害 復 旧 費 1,851,507 0.2 2,136,370 0.2 ▲ 284,863 ▲ 13.3 0.0

1,030,177 2.3 0.1

10 教 育 費 182,814,578 20.6 186,648,945 20.7 ▲ 3,834,367

9 警 察 費 46,622,410 5.2 45,592,233 5.1

▲ 2.1 ▲ 0.1

8 土 木 費 106,097,881 11.9 103,784,956 11.5 2,312,925 2.2 0.4

7 商 工 費 109,896,035 12.4 127,752,504 14.2 ▲ 17,856,469 ▲ 14.0 ▲ 1.8

557,802 33.3 0.1

6 農 林 水 産 業 費 36,528,796 4.1 38,278,114 4.2 ▲ 1,749,318

5 労 働 費 2,233,964 0.3 1,676,162 0.2

▲ 4.6 ▲ 0.1

4 衛 生 費 33,165,552 3.7 42,715,544 4.7 ▲ 9,549,992 ▲ 22.4 ▲ 1.0

3 民 生 費 144,198,503 16.2 137,768,087 15.3 6,430,416 4.7 0.9

2 総 務 費 55,661,296 6.3 51,899,007 5.8 3,762,289 7.2 0.5

令和７年度（2025年度） 令和６年度（2024年度） 比 較

区 分

1 議 会 費 1,419,430 0.2 1,364,120 0.2 55,310 4.1 0.0
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４　歳出の状況（普通会計　性質別） （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 構成比の増減

A B C D (A-C)  E (E/C) F (B-D) G

▲ 1.4 0.0

※　構成比は区分毎に四捨五入しているため合計が100％にならない場合がある。

合 計 888,929,571 100.0 901,765,533 100.0 ▲ 12,835,962

12 繰 出 金 10,673,736 1.2 10,765,656 1.2 ▲ 91,920 ▲ 0.9 0.0

11 貸 付 金 104,821,312 11.8 123,754,483 13.7 ▲ 18,933,171 ▲ 15.3 ▲ 1.9

875,584 3.7 0.1

10 投 資 及 び 出 資 金 0.0 0.0 0

9 積 立 金 24,290,868 2.7 23,415,284 2.6

0.0 0.0

8 公 債 費 97,991,996 11.0 96,494,910 10.7 1,497,086 1.6 0.3

7 災 害 復 旧 事 業 費 1,851,507 0.2 2,136,370 0.2 ▲ 284,863 ▲ 13.3 0.0

2,563,623 1.1 0.7

6 普 通 建 設 事 業 費 138,908,787 15.6 136,630,074 15.2 2,278,713

5 補 助 費 等 235,294,875 26.5 232,731,252 25.8

1.7 0.4

4 扶 助 費 20,205,899 2.3 19,286,021 2.1 919,878 4.8 0.2

3 維 持 補 修 費 7,200,112 0.8 7,098,252 0.8 101,860 1.4 0.0

2 物 件 費 29,514,055 3.3 30,220,235 3.4 ▲ 706,180 ▲ 2.3 ▲ 0.1

令和７年度（2025年度） 令和６年度（2024年度） 比 較

区　　　　　　　分

1 人 件 費 218,176,424 24.5 219,232,996 24.3 ▲ 1,056,572 ▲ 0.5 0.2
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